
米国自動車産業再編成と対外進出（1897－1933年）（2）
―ヨーロッパヘの進出を中心として―

土 井 修

第２章 自動車産業の発展過程

発展過程の時期区分については諸説あるが、寡占体制の形成という観点

から、生成・競争期（1897－1907年）、フォードの独占期（1908－1918年）、

寡占体制（「ビッグ・スリー」）期（1919－1933年）の三つの時期に分けて

以下検討したい1）。

１ 生成・競争期（1897－1907年）

（1）概観

18世紀にジェームズ・ワットによる蒸気機関が実用化されて以来、イギ

リス、ドイツ、フランス等のヨーロッパ諸国では鉄道の他に蒸気自動車の

開発が進められた。しかし、蒸気車は重量があり経済的ではないとして、

蒸気以外の動力源が模索され、19世紀に入ると家庭用ないし灯火用ガスと

空気を混合させたガス・エンジンが開発された。フランス在住のベルギー

人であるジャン・ジョゼフ・ルノワールが1861－1862年に 2ストローク・

ガス・エンジンを、ドイツのニコラウス・アウグスト・オットーが1866－

1867年に 4ストローク・エンジンをそれぞれ開発し、内燃機関の出発点と

なった。しかし、これらの内燃機関は、乗り物に搭載するには重量、出力、

速度の点で不十分であり、ガソリンを使用する内燃機関が必要とされた。

ガソリンで作動する内燃機関が初めて製造されたのは、1879年にロシアの

オ・エス・コストヴィチと言われ、1880年代にはガソリンを用いた内燃機

関の自動車への取り付けの試みが始まることとなった2）。
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ドイツのカール・ベンツは1885－1886年にガソリン・エンジンを搭載し

た三輪自動車を完成させ、ほぼ同じ頃ゴットリープ・ダイムラーは協力者

のヴィルヘルム・マイバッハとともにガソリン・エンジンを搭載した二輪

車を完成させ、その後ベンツは1892年、ダイムラーは1888年に四輪車を完

成させた。ダイムラーはその後国内生産を行うとともに、フランスのパナ

ール・エ・ルヴァソールおよびプジョーに製造特許を与え、ベンツはフラ

ンスの代理人エミール・ロジェを通してフランスでも販売した。ダイムラ

ー車およびベンツ車の多くはフランスで販売され、また、フランス自動車

業界にも多くの企業が参入し、1899年までに約75社に上った。1895年まで

のプジョーの販売台数は169台、パナール・エ・ルヴァソールは164台に達

したが、ベンツの271台に及ばなかったものの、ベンツの271台のうち135

台がフランスへの輸出分であったことを勘案すると、フランスの自動車市

場は世界最大であったことが窺えよう（ベンツ社は1898年までに1,132 台

を販売したが、そのうち334台がドイツ、509台がフランス向けであった）。

フランスがこの期ヨーロッパ自動車産業で主導的であり得たのは、（1）

1860年代に続いて第 2回目の自転車ブームに直面したが、自転車製造での

技術は自動車に応用できる部分が多かった、（2）軽金属加工企業等がパリ

に集中していた、（3）道路条件が他国に比して良かった、（4）蒸気車や電

気車に対する期待感が薄かった、等であった。特に（4）については、

1895年のパリ／ボルドー往復スピードレースにおいて、15台のガソリン車、

6台の蒸気車、 1台の電気車が参加したが、上位はすべてダイムラー・エ

ンジンを搭載したパナール車およびプジョー車、ロジェ車（ベンツ）が独

占し、ガソリン車の優位が実証され、企業の多くはガソリン車の生産に向

かうことになった3）。

こうして、自動車、特にガソソリン車の開発・生産についてはヨーロッ

パが米国に比べていち早く着手しており、1890年においてガソリン車メー

カーはドイツのダイムラー社、ベンツ社、フランスのプジョー社の 3社の
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みであり、また、フランスは生産、販売ともに世界最大であり、世界のガ

ソリン車市場を主導した（表2－1）。

他方、米国では当初電気自動車や蒸気自動車が有望視され、ガソリン車

の生産は遅れた。1895年には約80台の自動車が存在し、そのうち50％がガ

ソリン車、17％が電気車、13％が蒸気車であったが、（1）その後同年「セ

ルデン特許」が認可された（セルデン特許については後に触れる）、（2）

道路状況がヨーロッパに比べて悪かった、（3）初期においては関連産業が

地域的に分散していた、（4）鉄道業・馬車事業という在来の競合産業が存

在し、そのため立法機関や司法機関は自動車に対して否定的態度を採った、

（5）電気自動車や蒸気自動車に対する期待が存在していた、等の諸要因に

よって、1900年には4,192台生産された自動車のうち、電気車と蒸気車は

それぞれ約40％を占め、ガソリン車は20％へとその比率を低下させた。道

路走行機械の動力源を電気、蒸気、ガソリンのどれにするのか決まってお
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らず、未だ実験段階にあった（表2－2）
4）。

しかし、ヨーロッパ、特にフランスでのガソリン車開発・実用化の進展、

ヨーロッパの自動車レース、米国でのシカゴ・タイムズ・ヘラルド・コン

テスト（1895年）、1900年のダイムラー社による画期的なエンジン搭載の

「メルセデス」の開発等によって、米国でも19世紀末から20世紀初頭にか

けて、蒸気車、ガソリン車、電気車の開発・実験・実用化の試みが行われ、

多くの自動車企業が設立されるに至った。図2－1および表2－3は、動力
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源別の自動車企業の参入状況を見たものである。この図表は、自動車企業

の参入に関する網羅的な資料が見当たらないため、車種・車名の資料から

企業名およびその存続期間を割り出したものである。したがって、やや信

憑性に欠けるが、大まかな動きを見ることはできよう5）。

この図表から、まず第一に、自動車製造企業の参入は1899年から急増し、

以後1902年まで極めて高い水準に達し、以後漸減傾向を辿りつつも相対的

に高水準を維持していることが知られよう。これは、いわゆる「第一次企

業合同運動」期に当たり、当時の好況に基づく楽観的将来見通しが一つの

大きな要因であった。第二に、ガソリン車企業、蒸気車企業、電気車企業

の中ではガソリン車製造企業の参入が最も多く、この期を契機として以後

参入企業のうちガソリン車企業の占める比率は80～90％を占めるに至り、

動力源としてガソリンが主流になったことが窺えよう。第三に、蒸気車と

電気車を比べた場合、参入企業数では蒸気車の方が大きく上回った。

こうした多くの企業、特にガソリン車製造企業が参入した要因は、上記

の他、（1）既に銃器製造工業、馬車・自転車製造企業等自動車関連部品・

構成品製造業が発達しており、自動車生産は車体やエンジンのデザインを

考案・設計し、そのための部品を調達して組み立てることであり、技術的

には比較的簡単であった、（2）しかも少量生産であったため、設計・組立

には土地・工場設備等に要するいわゆる固定資本は少なくてすみ、部品の

調達も30日から90日の買い掛けですみ、販売は引き渡し時に全額受け取る

ことができたため、運転資本も少なくてすんだ 6）、（3）その結果多くの企

業は小規模であった（1902～1907年間の 1社当たりの平均生産台数は、

439～1,079台であった）7）、（4）参入企業の多くは倒産したが、成功した企

業の収益率は極めて高かった（表2－4）、（5）19世紀後半に石油が大量に

発見され、高エネルギー・軽量・低コストの燃料が利用可能となった、等

であった。

他方、多くの企業が参入したもののそれらの多くは短命に終わり、成功
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した企業は極く僅かであり、1900～1908年間に参入した企業のうち成功を

収めたのは12.4％であった8）。図2－2および表2－5は、Ｒ・Ｐ・トーマスが、

生産体制が確立しているあるいは確立しつつある企業のみを取り上げ、そ

の参入・撤退状況を見たものであるが、この図表から参入企業および撤退

企業ともに増大しつつあるものの、全体として存続企業数は1920年代に向

けて増大傾向にあることが知られよう。
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こうして多くの企業によって自動車生産体制の確立が目指されたが、そ

の中心は、自動車の動力源および車体・エンジン設計を確定し、同時にス

ピード、操作、安全性等の点で自動車に対する信頼性を高めることであっ
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た。このためには、たびたび行われたスピード・レースや耐久レースが大

いに役立った。ガソリン車の蒸気車・電気車に対する優位性は20世紀初頭

にはほぼ明らかとなり（表2－2）、ガソリン自動車の標準的設計は1905年

までにほぼ確定され、1908年頃までには量産が可能となり比較的安価に生

産できるようになった9）。

こうして自動車に対する信頼性が高まることによって、州・地方政府に

よる道路建設が推進され、国民所得の増大と相まって、富裕層向けに販売

が増大した。表2－6の示すように、自動車生産台数は急増し、1898年に
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は800台の乗用車が生産され、1899年には3,200台、1900年には4,192台、

1904年には22,419台に達し、フランスを追い抜いた（表2－1）。1900～

1908年の間、生産台数は15.1倍、生産額では27.6倍の増加率を示した。

次に、この期の自動車の価格動向を検討しよう。表2－7、図2－3、図

2－4から、（1）1904～1907年に急上昇した後、以後大戦期まで急激に低下

した、（2）1台当たり1,375ドル以下の低価格車の販売量の比率は大きく低

下し、1907年に最低に達した後再び上昇した、（3）675ドル以下の超低価

格車の比率は極めて小さい、（4）反面、高価格車の比率は上昇し、特に

1,375ドルから2,775ドルの中位のクラスの自動車の比率が伸びた、（5）1台
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675ドル以下と676ドル以上の販売比率を見ると、図2－5に見られるよう

に、この期圧倒的に高価格車の販売比率が高かった（もっとも、675ドル

以下の販売比率が50％を上回るのは1916年のことであった）、等の特徴が

窺えよう。

こうした動きの背後には、製造技術や生産方法の改良の急速な進展とと

もに、自動車エンジンの大型化・重量化があった。1904年頃までは 1気筒

ないし 2気筒エンジンを搭載したバギー・タイプの軽量車が中心であった

が、自動車の設計の標準化とともに、より馬力のある 4気筒車が好まれる

ようになり、その結果、大型化・重量化が進み、必然高価格車の販売比率

が高くなったのであった（表2－8）
10）。さらに、1904年と1909年を車種別

に比べてみると、軽量のラナバウトの生産台数は1904年には全体の55.9％

を占めていたのに対して、1909年には重量車であるツーリング・カーの比

率が60.1％に達し、ラナバウトを逆転するとともに、生産額でも全体の
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69.0％で、自動車生産の中心的車種となった。これを馬力別に見ても、30

～40馬力車が最も多く、全体の40.5％を占め、20～29馬力車を含めると、

68.3％に達した（表2－9）11）。

かくて、1900～1909年間、自動車産業の企業数は57社から265社へと増

加し、それに伴って投下資本額も577万ドルから 1億3,459万ドルへと23.3

倍の増加を見た（表2－10）。1909年には、自動車車体・部品企業を含め

ると、資本額は1億7,384万ドルに達した。また、投下資本額を州別に見る

と（1909年）、ミシガン州が全体の30.4％を占め最も多く、次いでオハイ

オ州の17.8％で、両州でほぼ50％近くを占めた。自動車設計・生産に伴う
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技術的問題・生産方法が大きく改善され、自動車に対する信頼性・可能性

がほぼ確定し、その後の発展の基礎が固められたと言えよう。反面、従来

の馬車交通は徐々に衰退し、以後それを支えていた客馬車・荷馬車製造企

業は急速に衰退することになった12）。
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なお、1905年の自動車会社数は121社で21,692台の自動車を製造したが、

この他にも自動車製造を主目的としない企業47社が、1,138台の自動車を

製造した。その内訳は、キャリッジ（客馬車）・ワゴン（荷馬車）製造会

社24社（199台）、自転車・三輪車製造会社 6社（470台）、鋳造・機械製造

会社13社（228台）、造船企業 2社・ミシン製造企業 1社・キャリッジ・ワ

ゴン原材料会社 1社（241台）であった。自動車産業へ全面的に参入した

企業の前身もこうした諸業種・企業であったことが窺えよう13）。

最後に、既に触れた「セルデン特許」について述べておこう。この特許

は、1879年にG・B・セルデンが、ガソリン・エンジンの基本構造に関す

る特許を出願し、1895年に至って承認され発効することになったものであ

る。この特許は、1899年に、電気自動車会社エレクトリック・ビークル社
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（1897年設立、後述）がW・C・ホイットニーを通してセルデンから取得し、

エレクトリック社は、1900年にはバッファロー・ガソリン・モーター社、さ

らにはウィントン・モーター・キャリッジ社に対して、ロイヤルティーを

支払うよう提訴した。同年これら 2社は敗訴したため、これら 2社を含め

て他の多くの企業はロイヤルティーの支払いに応じることを決めた。1903

年にはその管理団体としてALAM（Association of Licensed Automobile

Manufacturers）が組織された（1904年～1909年の間、加盟した自動車会

社数は31社であった）。しかし、フォードはこれには加わらず、同特許の

不当性をめぐって訴訟を展開することになった。1909年、フォードの敗訴

が決まったが、フォードは控訴し、訴訟は続けられた。結局1911年、フォ

ードが勝訴することとなったが、その主な理由は、「セルデン特許」はガ

ソリン・エンジン一般に適用できるものではなく、 2サイクル・ブレイト

ン・エンジンにのみ適用されるものであり、フォードのエンジンは 4サイ
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クル・オットー・エンジンであるため、同特許の侵害にはならないという

ものであった。これを契機に自動車産業の発展が加速されることになった。

この「セルデン特許」は、米国の自動車産業の発展を阻害したと考えられ

ているが、その中で設立されたALAMは、特許の管理の他、設計、部品、

素材、燃料など自動車生産における様々な面での標準化を進め、大量生産

展開のための条件を整え、修理・補修における利便性を高めたと言われる14）。
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